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告 示

○水資源保全地域の指定……………………………………………………（土地水対策課） ２７
○水資源保全地域の指定の一部改正………………………………………（土地水対策課） ２８
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○農林水産大臣権限に係る保安林の指定施業要件の変更の予定………………（治山課） ３１
○道路の供用の開始………………………………………………………（維持管理防災課） ３１
○土砂災害警戒区域の指定………………………………………………（維持管理防災課） ３１
○土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の指定………………（維持管理防災課） ３２
○都市計画の変更の決定………………………………………………………（都市計画課） ３３
○都市計画事業の事業計画の変更の認可……………………………………（都市環境課） ３３

総合振興局告示及び振興局告示

○特定調達契約に係る落札者等の公示（２件）……………………………………………… ３４
道教育庁教育局告示

○特定調達契約に係る落札者等の公示（４件）……………………………………………… ３４
道公安委員会規則

○北海道警察の組織に関する規則の一部を改正する規則…………………………………… ３６

規 則

北海道養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則の一部を改正す
る規則をここに公布する。
平成２７年３月１７日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第１２号

北海道養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則の一部を改
正する規則

北海道養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則（平成２４年北海
道規則第８６号）の一部を次のように改正する。
第５条第１項第１号中「第８条第２３項」を「第８条第２４項」に、「第８条の２第１８項」を
「第８条の２第１６項」に改める。

附 則

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。ただし、第５条第１項第１号の改正規定中
「第８条第２３項」を「第８条第２４項」に改める部分は、平成２８年４月１日から施行する。

告 示

北海道告示第１８６号

北海道水資源の保全に関する条例（平成２４年北海道条例第９号）第１７条第１項及び第４項
の規定により、次のとおり水資源保全地域を指定することとし、各水資源保全地域に係る指
定の区域及び当該区域の特性に応じた適正な土地利用の確保に関する指針（以下「地域別指
針」という。）を定め、平成２７年４月１日から施行する。
平成２７年３月１７日

北海道知事 高 橋 はるみ
１� 指 定 番 号 第１６４号
� 名 称 美深町辺渓地区水資源保全地域
� 指定の区域 中川郡美深町字辺渓３９２番１、３９５番１、４０１番１、４０５番、４０８番、５０６

番、５０７番、５０８番１、５０９番、５１０番１、５１３番、道有林上川北部管理区
内７５林班、７６林班、７７林班、７８林班、７９林班、８０林班及びペンケ１０号川
の一部（美深町辺渓地区水資源保全地域区域図に示すとおり）

� 地域別指針 次のとおり
２� 指 定 番 号 第１６５号
� 名 称 美深町報徳地区水資源保全地域
� 指定の区域 中川郡美深町字報徳２３７番１、３３８番、３３９番、３４０番、３４３番、３４４番、

３４６番、３４８番、道有林上川北部管理区内２４３林班、２４４林班、２４５林班、
オテレコッペ川の一部及び美深沢川（美深町報徳地区水資源保全地域区
域図に示すとおり）

� 地域別指針 次のとおり
３� 指 定 番 号 第１６６号
� 名 称 帯広市川西地区水資源保全地域

発行 北 海 道
編集 総務部人事局

法 制 文 書 課
電話 ０１１－２０４－５０３５
FAX ０１１－２３２－１３８５

目 次 ページ

毎 週 火 ・ 金 曜 日 発 行

北 海 道 公 報 第����号 ２７平成２７年３月１７日（火曜日）



� 指定の区域 帯広市八千代町１番地１、２３番地２、２３番地４、２５番地１から２６まで、
２６番地１から９まで、２６番地１１から２２まで、２７番地１から３１まで、２８番
地１から１０まで、２６７番地、２６８番地、拓成町１番地１から３まで、２番
地１から５まで、３番地１から５まで、４番地１から４まで、５番地１
から３まで、６番地、７番地１から４まで、８番地１から７まで、９番
地、１０番地、１１番地、１２番地１から２まで、１３番地、１４番地、１４番地２
から４まで、１５番地、１６番地、１６番地２、１７番地１から１１まで、１８番地
１から７まで、１９番地、１９番地２、２０番地１から１１まで、２１番地１から
２まで、２１番地４から６まで、２２番地、２３番地、２４番地、２５番地１から
２まで、２５番地４、２５番地６から７まで、２６番地１、２６番地３、２７番地、
２８番地１から４まで、２９番地１、２９番地３から５まで、３０番地１から７
まで、３１番地１から５まで、３２番地１から４まで、３３番地１から４まで、
３４番地１から５まで、３５番地１から３まで、３６番地１から６まで、３７番
地１から２まで、３８番地、３８番地２、３９番地、４０番地１から２まで、４１
番地１から３まで、４２番地、４２番地２、４３番地１から２まで、４４番地１
から２まで、４５番地、４５番地２、４６番地、４６番地２から４まで、４７番地
１から８まで、４８番地１から４まで、４９番地、４９番地２、５０番地、５１番
地、５２番地、５２番地２、５３番地、５３番地２、５４番地１から３まで、５５番
地１から５まで、５６番地、５６番地２、５７番地１から２まで、５８番地、５９
番地１から２まで、６０番地１から２まで、６１番地、６２番地１から２まで、
１５０番地１から２まで、１５０番地５から１８まで、１５１番地１、１５１番地４か
ら５まで、１５２番地１から２まで、１５３番地１から８まで、１５３番地１０か
ら１５まで、１５４番地１、１５４番地３、１５４番地５から６まで、１５５番地１か
ら４５まで、１５６番地１から２７まで、１５７番地１から６まで、１５７番地９か
ら１２まで、１５８番地１から８まで、１５９番地１から８まで、１６０番地１か
ら６まで、１６０番地９から１２まで、１６１番地１から５まで、１６４番地及び
１６５番地（帯広市川西地区水資源保全地域区域図に示すとおり）

� 地域別指針 次のとおり
４� 指 定 番 号 第１６７号
� 名 称 帯広市岩内地区水資源保全地域
� 指定の区域 帯広市岩内町１３６番地、岩内町２線７４番地２、７６番地１、７６番地３、

７７番地、７８番地１から８まで、７９番地、８０番地１から５まで、８３番地、
８４番地１から６まで、８９番地１から４まで、９０番地１から８まで、９２番
地、岩内町３線７２番地、７３番地１から１３まで、７４番地１、７４番地６、７４
番地９、７４番地１１、７４番地１３から１４まで、７５番地４から５まで、７５番地

１０、７５番地１２、７８番地２、７８番地１０、８０番地２、８０番地７、８０番地１０、
８０番地１２、８２番地５、８２番地７、８４番地２、８４番地７、８４番地１１から１２
まで、８４番地１５から１６まで、８４番地１８から２０まで、８６番地３、８６番地５、
８６番地８から１０まで、８６番地１３から１５まで、８８番地２、８８番地４、９０番
地７、９２番地８、岩内町４線８３番地１から１１まで、８５番地１から４まで、
８６番地１から３まで、８６番地６から１０まで、８６番地１２及び帯広市６５林班
１４小班（帯広市岩内地区水資源保全地域区域図に示すとおり）

� 地域別指針 次のとおり
５� 指 定 番 号 第１６８号
� 名 称 厚岸町トライベツ地区水資源保全地域
� 指定の区域 厚岸郡厚岸町トライベツ１６６番地、２４２番地、２４３番地、２４５番地、２４６

番地、４５３番地、４５４番地、４５５番地、４５６番地、４５７番地、４５８番地、４５９
番地、４６０番地、４６１番地、４６２番地、４６３番地、４６４番地、４６５番地、４６６
番地、４６７番地、４６８番地、４６９番地、４７１番地、４７２番地、４７３番地、４７４
番地、４７５番地、４７６番地、４８０番地、４８１番地、４８２番地、４８３番地、４８４
番地、４８５番地、４９０番地、４９７番地、４９８番地、４９９番地、５００番地及び
５３０番地（厚岸町トライベツ地区水資源保全地域区域図に示すとおり）

� 地域別指針 次のとおり
（各水資源保全地域の「区域図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類
を北海道総合政策部政策局土地水対策課及び関係総合振興局地域政策部地域政策課に備え置
いて縦覧に供する。）

北海道告示第１８７号

平成２５年北海道告示第１６４号（水資源保全地域の指定）の一部を次のように改正し、平成
２７年４月１日から施行する。

平成２７年３月１７日
北海道知事 高 橋 はるみ

３の事項を次のように改める。
３� 指 定 番 号 第５６号
� 名 称 小�市朝里地区水資源保全地域
� 指定の区域 小�市新光町４８１番地、朝里川温泉１丁目４１９番地２、４２０番地１６、４２０

番地１８、４２０番地２０、４２０番地２３、４６３番地２から３まで、４６３番地５から
２７まで、４６３番地３２、４９３番地、４９４番地、４９５番地、４９６番地、４９７番地、
４９８番地１、４９８番地３、４９８番地５から７まで、４９８番地９から１１まで、
４９８番地１３から１５まで、４９８番地１７から１８まで、４９９番地２、４９９番地６か
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ら７まで、４９９番地９から１３まで、４９９番地１８から１９まで、４９９番地４０か
ら４１まで、５００番地６から７まで、５０１番地、５０２番地１から４１まで、５０３
番地１から６まで、５０４番地２、５０４番地７から９まで、５０４番地１２、５０４
番地１６、５０５番地１から６まで、５０９番地１から２まで、５０９番地４、５０９
番地８、５０９番地１０、５０９番地１２から１５まで、５１８番地１、５２４番地１から
２まで、５２８番地１から２まで、５３８番地１、５４１番地１から４まで、５４２
番地１から３まで、５４３番地１、５４４番地１から６まで、５４５番地１、５４５
番地３から１９まで、５４６番地１から５４まで、７３７番地１から３まで、７３８
番地１から３まで、７３９番地、７４０番地１から２まで、７４１番地１から２
まで、７４２番地、７４３番地１から２まで、７４４番地１から２まで、７４５番地
１から５まで、７４６番地、７４７番地１から２まで、７４８番地１から２まで、
７４９番地１から４まで、７５０番地１から２まで、７５１番地１から５まで、
７５２番地１から３まで、７５７番地、７９０番地、７９３番地、８０９番地、８１０番地、
８１７番地、８１８番地、８３０番地、８３１番地、８３５番地、８３９番地、８５０番地、
８５１番地、８５２番地、８５３番地、８５４番地、朝里川温泉２丁目５４８番地、５４９
番地１から４まで、５５０番地１、５５０番地３から５まで、５５１番地１から
３まで、５５１番地６から１３まで、５５２番地１から２まで、５５３番地、５５４番
地１から３まで、５５５番地１から３まで、５５６番地、５５７番地１から２ま
で、５５８番地１から２まで、５５９番地１から３まで、５６０番地１から３ま
で、５６１番地１から４まで、５６２番地１から３まで、５６４番地１、５６４番地
７から１２まで、５６５番地、５６６番地、５６７番地、５６８番地、５６９番地１、５６９
番地３、５７１番地１、５７１番地３、５７２番地１から２まで、５７３番地、５７４
番地１、５７４番地４から５まで、５７５番地１、５７５番地５、５７８番地４、
５８０番地１、５８０番地１１から１８まで、５８０番地２０、５８０番地２６から３１まで、
５８０番地３３から３５まで、５８０番地３７、５８０番地４０から４４まで、５８０番地４６か
ら５０まで、５８１番地、５８２番地、５８３番地、５８４番地１から２まで、５８４番
地４、５８５番地１、５８５番地１１、５８５番地１３、５９３番地１から２まで、５９３
番地４から６まで、５９４番地１、５９４番地３、５９５番地１、５９５番地４から
５まで、５９６番地１から２まで、５９７番地、５９８番地、５９９番地、６００番地、
６０１番地、６０２番地、６０３番地、６０４番地、６０５番地、６０６番地、６０７番地、
６０８番地、６０９番地、６１０番地、６１１番地、６１２番地、６１３番地、６１４番地、
６１５番地、６１６番地、６１８番地、６１９番地、６２０番地、６２１番地、６２２番地、
６２３番地、６２４番地、６２５番地、６２６番地、６２７番地、６２８番地、６２９番地、
６３０番地、６３１番地、６３２番地、６３３番地、６３４番地、６３５番地、６３６番地、
６３７番地、６３８番地、６３９番地、６４０番地、６４１番地、６４２番地、６４３番地、

６４４番地、６４５番地、６４６番地、６４７番地、６４８番地１、６４８番地４、６４９番
地１、６５０番地、６５１番地、６５２番地、６５３番地、６５４番地１から２まで、
６５５番地７、６５５番地９、６５６番地２１から２２まで、６５６番地４１から４３まで、
６５６番地６３から６４まで、６５６番地８２から８４まで、６５６番地１０２から１０５まで、
６５６番地１２２から１２５まで、６５６番地１４２から１４６まで、６５６番地１６２から１６７
まで、６５６番地１８２から１８７まで、６５６番地２０１から２０６まで、６５６番地２１８、
６５６番地２５０、６５６番地２８２、６５６番地３０５から３０６まで、６５７番地２、６５９番
地２、７６１番地、７６２番地、７６５番地、７６６番地、７６７番地、７６８番地、７７５
番地、７７６番地、７７７番地、７７８番地１から２まで、７７９番地、７８１番地、
春香町３８番地２及び河川用地朝里川９１７３－１０（支流含む。）（小�市朝
里地区水資源保全地域区域図に示すとおり）

� 地域別指針 次のとおり
２７の事項を次のように改める。
２７� 指 定 番 号 第８０号
� 名 称 厚真町上厚真地区水資源保全地域
� 指定の区域 勇払郡厚真町字厚和５６番地１、５６番地３から７まで、５７番地１から２

まで、５８番地１から２まで、５９番地３、６１番地１から２まで、６１番地６、
６２番地１、６３番地１、６３番地３から４まで、６４番地、６６番地１、７２番地
１、７２番地８から９まで、７２番地１１から１２まで、７５番地１、３１６番地及
び３１７番地（厚真町上厚真地区水資源保全地域区域図に示すとおり）

� 地域別指針 次のとおり
４５の事項を次のように改める。
４５� 指 定 番 号 第９８号
� 名 称 増毛町�寒沢地区水資源保全地域
� 指定の区域 増毛郡増毛町暑寒沢４６３番地１、４６３番地５から１１まで、４６４番地１、

４６４番地１６、４６４番地１８から２２まで、４７５番地１から３まで、４７５番地１０、
４８１番地１から３まで、４８１番地５、４８１番７、４８２番地１、５４０番地２、
５４１番地１、５４２番地、５４７番地１、５４８番地１から２まで、５４８番地６、
５４９番地、５５２番地、５６６番地、５７２番地、５７３番地１、５９３番地、５９４番地、
５９５番地、５９６番地、６０４番地１、６０５番地、６１０番地１から３まで、６４３番
地１から２まで、６８３番地１から２まで、６８４番地１から２まで、６８７番
地１から２まで、６８８番地、７２７番地１から２まで、７２８番地１、７２９番地
１、７２９番地３から４まで、７３０番地１から２まで、７３０番地６から７ま
で、７４１番地１から４まで、７４２番地１から６まで、７４３番地１から９ま
で、７４４番地１から３まで、７４５番地１から４まで、７４６番地、７４７番地、
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７６４番地１、７６４番地３から４まで、７９３番地１、７９４番地、８０５番地１か
ら２まで、８０６番地、８０７番地、８０８番地１から２８まで、８０９番地１から３
まで、８１１番地１から１１まで、８１２番地１から３まで、８１４番地１から３
まで、８７３番地、８７４番地１、８７７番地、８８８番地、８８９番地６、９２４番地１
から２まで、９２５番地、９２６番地、９２７番地、９６８番地１、９６８番地６から
７まで、９６９番地１、９６９番地７から８まで、９６９番地１５から１７まで、９７０
番地１、９７０番地３から８まで、９７２番地１、９７２番地３から１４まで、
１２６４番地１、１２６５番地１、１２６５番地３、１２６６番地、１２６７番地１、１２７５番
地１から４まで、１７９８番地、道有林留萌管理区内１林班、１３林班、１４林
班、２０林班、２１林班、２２林班、２３林班、２４林班、２５林班、２６林班、２７林
班、２８林班、２９林班、３０林班、３１林班、３２林班、３３林班、３４林班、３５林
班、３６林班、３７林班、３８林班、３９林班、４０林班、４１林班、４２林班、４３林
班、４４林班、４５林班、４６林班、４７林班、４８林班、４９林班及び暑寒別川河
川区域の一部（増毛町�寒沢地区水資源保全地域区域図に示すとおり）

� 地域別指針 次のとおり

北海道告示第１８８号

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第１５条の１７第１項の規定に
より、次のとおり指定区域として指定する。
平成２７年３月１７日

北海道知事 高 橋 はるみ
１� 指 定 番 号 第３４１号
� 指定の区域 標津郡中標津町共立３番２１、２２（以上２筆について次の図に示す部

分に限る。）
� 埋立地の区分 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和４６年政令第３００号。

以下「政令」という。）第１３条の２第１号
２� 指 定 番 号 第３４２号
� 指定の区域 標津郡中標津町東当幌１２番３、１６（以上２筆について次の図に示す

部分に限る。）
� 埋立地の区分 政令第１３条の２第１号
（「次の図」は、省略し、その図面を北海道環境生活部環境局循環型社会推進課及び根室
振興局保健環境部環境生活課に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第１８９号

家畜伝染病予防法（昭和２６年法律第１６６号）第５条第１項の規定により、次のとおり当該

馬の所有者に対し、当該馬について、馬伝染性貧血の予防のための検査を受けることを命ず
る。
平成２７年３月１７日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 実施の目的
馬伝染性貧血の発生予防のため

２ 実施する区域の市町村名及び実施の期日
実施する区域の 実 施 の 期 日
市 町 村 名 （当該期間において所轄家畜保健衛生所長の定める日）
北 広 島 市 平成２７年３月２３日から同月３１日まで

３ 実施の対象となる家畜の種類及び範囲
実施する区域内で種付けの用に供し、又は供する目的で飼育している雄馬。ただし、生
後１８０日未満のものを除く。
４ 実施の方法
� 検査は、所轄家畜保健衛生所長が指定する日時及び場所で家畜防疫員が行う。
� 検査は、家畜伝染病予防法施行規則（昭和２６年農林省令第３５号）第９条に定める方法
による。

北海道告示第１９０号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定により、次のように保安林を指
定する予定である。
平成２７年３月１７日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 保安林予定森林の所在場所 野付郡別海町奥行８の１４（次の図に示す部分に限る。）、

８の１２、８の１３
２ 指 定 の 目 的 土砂の流出の防備
３ 指 定 施 業 要 件
� 立 木 の 伐 採 の 方 法
ア 次の森林については、主伐は、択伐による。
奥行８の１４（次の図に示す部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町
村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
エ 間伐その他特別の場合の伐採に係るものは、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。

３０北 海 道 公 報 第����号平成２７年３月１７日（火曜日）



（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道根室振興局
産業振興部林務課及び別海町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第１９１号

農林水産大臣から、次のように保安林の指定施業要件を変更する予定である旨、森林法
（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第２９条の規定による通知があっ
た。
平成２７年３月１７日

北海道知事 高 橋 はるみ
１� 指定施業要件変更予定保安林 赤平市（次の図に示す部分に限る。）

の所在場所
� 保安林として指定された目的 土砂の流出の防備
� 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 主伐は、択伐による。
	 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。


 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。

２� 指定施業要件変更予定保安林 赤平市（次の図に示す部分に限る。）
の所在場所

� 保安林として指定された目的 土砂の崩壊の防備
� 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 次の森林については、主伐に係る立木の伐採を禁止する。
赤平市（次の図に示す部分に限る。）

	 その他の森林については、主伐は、択伐による。

 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道水産林務部
林務局治山課及び赤平市役所に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第１９２号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により、次の道路の供用を開始する。

その関係図面は、北海道建設部建設政策局維持管理防災課及び北海道胆振総合振興局室蘭

建設管理部に備え置いて、告示の日から２週間、一般の縦覧に供する。

平成２７年３月１７日

北海道知事 高 橋 はるみ

路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の期日
道道 倶多楽湖公園線 登別市中登別町２１９番５４地先（河川敷地）から 平成２７．３．２７

同市登別温泉町後志森林計画区２３８６林班に小班地先まで

北海道告示第１９３号

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法律第５７

号）第７条第１項の規定により、次の区域を土砂災害警戒区域として指定する。

平成２７年３月１７日

北海道知事 高 橋 はるみ

１� 土砂災害警戒区域の箇所番号

自動車学校の沢川（�－０５－０２７０）
� 土砂災害警戒区域の表示

歌志内市字文珠（次の図のとおり）

� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類

土石流

２� 土砂災害警戒区域の箇所番号

文珠寺の沢川（�－０５－０７１０）
� 土砂災害警戒区域の表示

歌志内市字文珠（次の図のとおり）

� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類

土石流

３� 土砂災害警戒区域の箇所番号

適沢川１の沢川（
－０３－０３７０）
� 土砂災害警戒区域の表示

石狩市浜益区浜益（次の図のとおり）

� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類

土石流

４� 土砂災害警戒区域の箇所番号

竜神川支流（�－０３－０４９０）
� 土砂災害警戒区域の表示

北 海 道 公 報 第����号 ３１平成２７年３月１７日（火曜日）



石狩市浜益区川下（次の図のとおり）
� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
土石流

５� 土砂災害警戒区域の箇所番号
竜神川（�－０３－０５００）

� 土砂災害警戒区域の表示
石狩市浜益区川下（次の図のとおり）

� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
土石流

６� 土砂災害警戒区域の箇所番号
千両堀川（
－０３－０５１０）

� 土砂災害警戒区域の表示
石狩市浜益区川下、柏木（次の図のとおり）

� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
土石流

（「次の図」は省略し、その図面を北海道空知総合振興局札幌建設管理部に備え置いて縦
覧に供する。）

北海道告示第１９４号

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法律第５７
号）第７条第１項及び第９条第１項の規定により、次の区域を土砂災害警戒区域及び土砂災
害特別警戒区域として指定する。
平成２７年３月１７日

北海道知事 高 橋 はるみ
１� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号

文珠右２の沢川（�－０５－０２６０）
� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
歌志内市字文珠（次の図のとおり）

� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
土石流

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

２� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
中村寺の沢川（�－０５－０３００）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示

歌志内市字中村（次の図のとおり）
� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
土石流

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

３� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
歌志内中村１（�－０－３７７－３７７）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
歌志内市字中村（次の図のとおり）

� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

４� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
浜益床丹１（�－０－２９４－２９４）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
石狩市浜益区床丹（次の図のとおり）

� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

５� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
浜益床丹２（�－０－２９５－２９５）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
石狩市浜益区床丹（次の図のとおり）

� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

６� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
浜益床丹３（
－０－２１４－２１４）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
石狩市浜益区床丹（次の図のとおり）

� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊
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� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

７� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
吉田沢川（�－０３－０３３０）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
石狩市浜益区床丹（次の図のとおり）

� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
土石流

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

８� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
キネンヒ右の沢川（�－０３－０４７０）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
石狩市浜益区川下（次の図のとおり）

� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
土石流

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

９� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
キネンヒの沢川（�－０３－０４８０）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
石狩市浜益区川下（次の図のとおり）

� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
土石流

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

（「次の図」は省略し、その図面を北海道空知総合振興局札幌建設管理部に備え置いて縦
覧に供する。）

北海道告示第１９５号

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定により、都市計画を次のとおり
変更した。
その都市計画の図書は、北海道建設部まちづくり局都市計画課に備え置いて、一般の縦覧
に供する。
平成２７年３月１７日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 札幌圏都市計画区域区分に係る事項
� 都市計画の種類 区域区分
� 都市計画を定めた土地の区域
ア 市街化調整区域から市街化区域に変更する土地の区域
小�市銭函５丁目の一部

イ 市街化区域から市街化調整区域に変更する土地の区域
なし

（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）
２ 札幌圏都市計画下水道に係る事項
� 都市計画の種類 下水道
� 都市計画を定めた土地の区域
ア 名 称 石狩湾新港地域公共下水道
イ 位 置 排水区域に編入する土地の区域

小�市銭函５丁目の一部
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

３ 弟子屈都市計画道路に係る事項
� 都市計画の種類 道路
� 都市計画を定めた土地の区域

種 別 名 称 起 点 終 点 主 な 経 過 地
幹線街路 ３・３・１号 日の出通 弟子屈町字弟子屈２２番地 弟子屈町字弟子屈７番地 弟子屈町字弟子屈２６５番地
同 ３・４・２号 駅前通 弟子屈町朝日１丁目 弟子屈町鈴蘭４丁目 弟子屈町中央２丁目
同 ３・４・３号 阿寒下鐺別通 弟子屈町字弟子屈 弟子屈町字鐺別 弟子屈町字弟子屈
同 ３・４・４号 栄橋通 弟子屈町朝日３丁目 弟子屈町中央１丁目 弟子屈町朝日１丁目
同 ３・３・５号 鐺別通 弟子屈町桜丘３丁目 弟子屈町美里４丁目 弟子屈町高栄３丁目
同 ３・２・６号 湯の島通 弟子屈町字鐺別 弟子屈町字弟子屈原野 弟子屈町字弟子屈原野
同 ３・４・７号 弟子屈通 弟子屈町字鐺別 弟子屈町字弟子屈原野 弟子屈町字弟子屈原野
同 ３・４・８号 下鐺別通 弟子屈町字鐺別１２４番地 弟子屈町字鐺別５２－１０番地 弟子屈町字鐺別
同 ３・４・９号 中学校通 弟子屈町字弟子屈 弟子屈町字鐺別原野 弟子屈町字弟子屈
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

北海道告示第１９６号

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６３条第１項の規定により、次のとおり都市計画事
業の事業計画の変更を認可した。
平成２７年３月１７日
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北海道知事 高 橋 はるみ
１ 施 行 者 の 名 称 札幌市
２ 都市計画事業の種類及び名称 札幌圏都市計画道路事業（８・６・３号西２丁目地下

歩道）
３ 事 業 施 行 期 間 平成２６年４月１日から平成３０年３月３１日まで
４ 事 業 地 （ 収 用 の 部 分 ） 平成２６年北海道告示第２５３号の事業地のうち中央区北

１条西１丁目及び西２丁目地内において事業地を変更す
る。

総合振興局告示及び振興局告示

北海道渡島総合振興局告示第４１号

次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
平成２７年３月１７日

北海道渡島総合振興局長 宮 内 孝
１ 落札に係る物品等の名称（１月当たりの単価）及び数量
乗用自動車の賃貸借 １台分 一式

２ 落札を決定した日
平成２７年３月３日

３ 落札者の氏名及び住所
� 氏 名 函館日産自動車販売株式会社
� 住 所 函館市石川町６０番地
４ 落札金額
２２，４００円

５ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

６ 一般競争入札の公告
平成２７年２月６日付け北海道渡島総合振興局告示第５号

７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
� 名 称 北海道渡島総合振興局地域政策部総務課
� 所在地 函館市美原４丁目６番１６号

北海道渡島総合振興局告示第４２号

次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
平成２７年３月１７日

北海道渡島総合振興局長 宮 内 孝
１ 落札に係る物品等の名称（１月当たりの単価及び１枚当たりの単価）及び数量
� 複写機等の賃貸借（点検、調整及び消耗品（用紙を除く。）の供給を含む。） 一式
� 調達台数及び調達予定数量
ア 函館建設管理部事業課 １台及び１月当たり２，１００枚
イ 函館建設管理部松前出張所 １台及び１月当たり１，０００枚
ウ 函館建設管理部松前出張所知内事業所 １台及び１月当たり１，９００枚
エ 函館建設管理部今金出張所 １台及び１月当たり３，７００枚

２ 落札を決定した日
平成２７年３月３日

３ 落札者の氏名及び住所
� 氏 名 株式会社函館ジムキサービス
� 住 所 函館市石川町６４番地１
４ 落札金額
基本料金 ０円
複写料金 ３．４円

５ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

６ 一般競争入札の公告
平成２７年２月６日付け北海道渡島総合振興局告示第２号

７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
� 名 称 北海道渡島総合振興局地域政策部総務課
� 所在地 函館市美原４丁目６番１６号

道 教 育 庁 教 育 局 告 示

北海道石狩教育局告示第３４号

次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
平成２７年３月１７日

北海道教育庁石狩教育局長 村 上 明 �
１ 落札に係る物品等の名称及び数量
箱椅子ほか７５件 一式

２ 落札を決定した日
平成２７年１月９日

３ 落札者の氏名及び住所

３４北 海 道 公 報 第����号平成２７年３月１７日（火曜日）



� 氏 名 株式会社エムケ中田商会
� 住 所 札幌市東区北１２条東１丁目２－３
４ 落札金額
２１，００６，０００円

５ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

６ 一般競争入札の公告
平成２６年１１月２８日付け北海道石狩教育庁告示第１５７号

７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
� 名 称 北海道教育庁石狩教育局道立学校運営支援室
� 所在地 札幌市中央区北３条西７丁目

北海道石狩教育局告示第３５号

次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
平成２７年３月１７日

北海道教育庁石狩教育局長 村 上 明 �
１ 落札に係る物品等の名称及び数量
閲覧テーブルほか３件 一式

２ 落札を決定した日
平成２７年１月１６日

３ 落札者の氏名及び住所
� 氏 名 株式会社山幸
� 住 所 札幌市豊平区美園７条７丁目２番１８号
４ 落札金額
２，１６０，０００円

５ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

６ 一般競争入札の公告
平成２６年１２月５日付け北海道石狩教育庁告示第１５８号

７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
� 名 称 北海道教育庁石狩教育局道立学校運営支援室
� 所在地 北海道札幌市中央区北３条西７丁目

北海道教育庁石狩教育局告示第３６号

次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。

平成２７年３月１７日
北海道教育庁石狩教育局長 村 上 明 寛

１ 落札に係る物品等の名称及び数量
カーテン 一式

２ 落札を決定した日
平成２７年１月１６日

３ 落札者の氏名及び住所
� 氏 名 大丸藤井株式会社
� 住 所 札幌市中央区南１条西３丁目２番地
４ 落札金額
３，０００，０００円

５ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

６ 一般競争入札の公告
平成２６年１２月５日付け北海道教育庁石狩教育局告示第１６１号

７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
� 名 称 北海道教育庁石狩教育局道立学校運営支援室
� 所在地 札幌市中央区北３条西７丁目

北海道教育庁石狩教育局告示第３７号

次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
平成２７年３月１７日

北海道教育庁石狩教育局長 村 上 明 寛
１ 落札に係る物品等の名称（１台１月当たりの基本料金の単価及び１枚当たりの単価）及
び数量
� 複写機賃貸借（点検、調整及び消耗品（用紙及びステープル針を除く。）の供給を含
む。）

� 調達台数及び調達予定枚数 ２７台及び１月当たり２５６，７６９枚
２ 落札を決定した日
平成２７年３月５日

３ 落札者の氏名及び住所
� 氏 名 株式会社玉柳
� 住 所 小�市入船３丁目１６番１８号
４ 落札金額
基本料金 一式 ０円
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１枚当たりの複写料金 ０．６５円
５ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

６ 一般競争入札の公告
平成２７年１月２０日付け北海道教育庁石狩教育局告示第４号

７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
� 名 称 北海道教育庁石狩教育局道立学校運営支援室
� 所在地 札幌市中央区北３条西７丁目

道 公 安 委 員 会 規 則

北海道警察の組織に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２７年３月１７日

北海道公安委員会委員長 横 内 龍 三
北海道公安委員会規則第４号

北海道警察の組織に関する規則の一部を改正する規則
北海道警察の組織に関する規則（昭和４０年北海道公安委員会規則第２号）の一部を次のよ
うに改正する。
目次中「第３６条の５」を「第３６条の６」に改める。
第５条中第１１号及び第１２号を削り、第１３号を第１１号とし、第１４号から第１６号までを２号ず
つ繰り上げる。
第１７条中「５課及び生活安全特別捜査隊」を「６課」に、「生 活 安 全 企 画 課」を
「生 活 安 全 企 画 課
子供・女性安全対策課」

に改める。

第１８条第５号を次のように改める。
� 生活安全特別捜査隊に関すること。
第１８条中第６号及び第７号を削り、第８号を第６号とし、第９号を第７号とする。
第１８条の２を第１８条の３とし、第１８条の次に次の１条を加える。
（子供・女性安全対策課）
第１８条の２ 子供・女性安全対策課においては、次の事務をつかさどる。
� ストーカー行為等の規制等に関する法律（平成１２年法律第８１号）の運用に関すること。
� 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成１３年法律第３１号）の
運用に関すること。

� 行方不明者、迷い子等の保護に関すること。
� 子供及び女性に係る性犯罪等の前兆事案の取締りに関すること。

第１９条の２第１３号中「その他生活安全警察に係る来日外国人（日本の国内にいる外国人か
ら定着居住者、在日米軍関係者及び在留資格不明の者を除いた者をいう。以下同じ。）によ
る犯罪の捜査」を削る。
第１９条の４を削る。
第２０条の３中第４号を削り、第５号を第４号とする。
第２０条の１６に次の１号を加える。
� 暴力団犯罪被害者等に対する保護対策に関すること。
第２０条の１７第２号中「けん銃」を「拳銃」に改め、同条第３号中「覚せい剤」を「覚醒
剤」に改める。
第２６条中第７号を第９号とし、第６号を第８号とし、第５号の次に次の２号を加える。
� 電気通信回線を通じて行われる電子計算機に対する不正な活動に関する警備情報の収
集及び整理その他当該活動に関する警備情報に関すること。

� 前号に規定する活動に関する警備犯罪の取締りに関すること。
第３３条の１２を第３３条の１３とし、第３３条の９から第３３条の１１までを１条ずつ繰り下げる。
第３３条の８第２項中「公宅」を「警察本部庁舎の管理及び公宅」に改め、同条を第３３条の
９とし、第３３条の７の次に次の１条を加える。
（庁舎管理室）
第３３条の８ 総務部施設課に、庁舎管理室を附置する。
２ 庁舎管理室においては、警察本部庁舎の管理に関する事務を行う。
第３５条の２を次のように改める。
（生活安全特別捜査隊）
第３５条の２ 生活安全部生活安全企画課に、生活安全特別捜査隊を附置する。
２ 生活安全特別捜査隊においては、生活安全関係事犯の捜査に関する事務を行う。
第３５条の３を削り、第３５条の４を第３５条の３とし、第３５条の５から第３５条の８までを１条
ずつ繰り上げ、第３５条の９の前に次の１条を加える。
（特殊詐欺対策室）
第３５条の８ 刑事部捜査第二課に、特殊詐欺対策室を附置する。
２ 特殊詐欺対策室においては、第２０条の１０第１号に掲げる事務のうち特殊な捜査手法が必
要となる詐欺及び電子計算機使用詐欺の捜査に関する事務を行う。
第３５条の１３第２項中「交通反則通告」を「交通反則通告制度」に改める。
第３６条の３を次のように改める。
（サイバー攻撃対策室）
第３６条の３ 警備部公安第一課に、サイバー攻撃対策室を附置する。
２ サイバー攻撃対策室においては、サイバー攻撃に係る情報収集、犯罪の捜査及びサイ
バー攻撃の対策に関する事務を行う。

３６北 海 道 公 報 第����号平成２７年３月１７日（火曜日）



第３６条の５を第３６条の６とし、第３６条の４を第３６条の５とし、第３６条の３の次に次の１条
を加える。
（外事情報対策室）
第３６条の４ 警備部外事課に、外事情報対策室を附置する。
２ 外事情報対策室においては、外事情報に関する事務を行う。
第３７条第２項中「生活安全特別捜査隊」を「生活安全企画課」に改める。
第３７条の３（見出しを含む。）、第３７条の４及び第３７条の５中「庶務課」を「企画課」に
改める。
第４６条第２項中「生活安全企画課」の次に「、子供・女性安全対策課」を加え、「、サイ
バー犯罪対策課及び生活安全特別捜査隊」を「及びサイバー犯罪対策課」に改める。
第５１条第７項中「交通反則通告」を「交通反則通告制度」に改める。
附 則

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。
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